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１．はじめに 
 

公共事業における住民参加の機会が増加する

中，住民の間で事業に関する討論を行い，その

結果を事業の執行に反映させる試みが見られる．

そこでは，住民が事業に関する効果や住民の互

いの選好を学習し，事業に対する各自の態度を

表明しながら，集団としての意思決定を目指す． 

集団での意思決定を住民に求めることは，公

共サービスの対象である住民自身が自らに必要

なサービスが何かを当事者として考えるという

意味で意義が高く，事業者が見過ごしうる課題

の発見や新たなアイデアが創発される可能性も

ある．その一方，集団での討論の過程において，

必ずしも全ての住民が自らの選好を表明できる

とは限らず，決定された事項は個々人の選好を

反映したものとはなっていない可能性がある．

以上のことは，集団での意思決定には利点と欠

点があり，欠点を克服して利点を生かしていく

ことが重要である．そのための環境の整備が事

業者の新たな役割になっていると言えよう． 

しかし，環境を整える場合，集団における住

民の意思決定過程に関する基礎的な理解が必要

となる．集団での意思決定における個々人の行

動は，心理学において多くの知見が蓄積されて

いる，本研究では，そこで提案されている人間

の行動モデルをベースとして，集団意思決定ル

ールが集団での意思決定過程に与える影響につ

いて動的計画法を用いて検討する． 
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２．集団意思決定における行動モデル 
 

集団で意思を決定する場合，集団内での構成

員の観察および学習効果，構成員間での認知的

刺激に基づくアイデアの生成および結合という

正の効果がある 1)．その一方で，多数派からの

同調圧力に見られる負の効果もある．Steiner2)

は，集団において，個々の構成員の能力をうま

く調整できないことに伴う，集団の潜在的な能

力と実際に発揮される能力との差をプロセス・

ロス (process loss)と呼んでいる．また，上田 3)

は，集団での利点を相互作用ゲイン，欠点を相

互作用ロスと呼び，実際の集団での能力を，「集

団構成員の集合能力+相互作用ゲイン�相互作用

ロス」と表現している．集団意思決定を行う場

合，相互作用ゲインを発揮し，相互作用ロスを

抑えるという視点が必要である．本研究では，

相互作用ロスを取り上げ，特に我が国の国民性

の特徴でもある以下の現象に着目する． 

我々が集団内において態度を表明する場合，多く

の場合は他人の態度が気になる．このような集団に

おける人々の間での相互関係が，各々の住民による

態度の表明に影響を及ぼすことがある．このような

集団内の人間の相互作用を説明する理論として，

SCT(Social Comparison Theory) 4)がある．そこでは，

集団に属する人々は，集団全体の態度から自分の態

度を見た際に，それがどの程度偏ったものであるの

かを認識する．さらに，自分が選択した態度の正当

性を他人のそれで評価し，必要に応じて自分の態度

を修正しようとする性向が働く．この性向は，「事勿

れ主義」や「周囲との調和」5)に見られる我が国の

国民性の特徴に通じる．SCT では，集団での意思決

定の過程は，互いの態度や価値観を情報交換する役

割を果たすだけであり，集団での決定は各自がその

情報から一種の規範的影響を受けて生じるものであ



ると考える 3)．この理論のみでは互いに問題の論拠

を発見したり再認識するという効果が捨象されてお

り，そ の 効 果に 主眼 をおい た PAT(Persuasive 

Arguments Theory)が提案されている 6),7)．しかし，

SCTの説明に基づく相互作用ロスが生じていること

も事実である．そこで以下では，SCT の立場に立っ

て集団意思決定の過程をモデル化する． 

 

３．集団意思決定過程のモデル分析 

 

(1) 想定する状況 

討論を繰り返し行い，ある事業を中止すべき

かを意思決定する場面を想定する．討論を繰り

返す過程で，住民は事業に対する態度の表明を

求められている．議論を単純化するために，住

民は事業に「反対する」ことを表明するか，発

言を「保留する」のいずれかを選択しなくては

ならないとする．形式的には，集団意思決定の

過程を離散期間で表し，各期において住民が反

対と保留のいずれかを選択する． 

全ての住民は同質であるとする．事業への反

対を表明することで，その期の討論で住民が得

る利得を ai で表す．ここに，i は反対を表明して

いる他の住民の数でありる．意思決定に参加し

ている住民の総数を n�1 で表すと，0�i�n である．

反対という明確な態度を表明することには緊張

感が伴うことから，反対を表明している他に住

民の数が小さい，すなわち，i が小さければ，そ

の期に得られる利得は小さい．すなわち，ai は i

に関して非減少であることを仮定する．任意の

期において反対を表明せずに保留すると，その

期に利得 c を得るとする． 

反対を表明した場合，表明を簡単に撤回する

ことはできないとする．つまり，反対の選択に

はコミットメントが求められるものとし，保留

を選択した場合にはそれが求められないとする． 

討論をいつ終了しなければならないかは明ら

かでなく，次期にも引き続いて継続できる確率

を�,(0<�<1)，今期限りで終了しなければならな

い確率を 1��で表す．今期で終了しなければな

らない場合には，今期に反対を表明した人数に

基づいて事業を中止するかを決定する．住民は

決定した内容に応じた利得を得る．決定前にお

いては，内容は確率的に決まるとし，討論を終

了した時点で反対を表明している人数が i であ

る場合に住民が得る期待利得を Mi とする．事業

が中止されない場合において住民が得る利得を

0 に基準化し，人数が i であるときに事業が中止

される確率 pi と事業が中止された場合に住民が

得る利得 M の積として Mi=piM が与えられてい

ると解釈すればよい．Mi（厳密には pi）の与え

方が，本研究で言うところの集団意思決定ルー

ルである．以下では，住民が事業の中止を選好

している場合を想定する． 

住民は，反対を表明する人数が今期以降にどのよ

うな割合になるのかについて確定的に知る能力はも

っておらず，確率的にしか知ることができないもの

とする．今期において反対を表明している人数が i

であるもとで，次期において反対を表明する人数が

j となる確率を推移確率 pij で表す．すると，住民の

意思決定問題は，i を状態とする動的計画問題とし

て定式化することができる．谷本ら 8)は同様の想定

のもとでモデル化を行っているが，そこでは住民は

今直面している討論の場のみを対象として選択を行

うとしており，集団意思決定ルールの影響や保留の

効果を扱いえないという欠点がある． 

 

(2) 定式化 

状態 i において反対を表明した場合と保留した場

合の期待利得をそれぞれ Ri, Hi で表すとすると，そ

れらは次式で表される． 
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状態 i のもとで住民が得る期待利得 Vi は次式で表

される． 

 

Vi =max[Ri, Hi]   (3) 

反対を表明した場合にはその選択に次期以降もコ

ミットすることが(1)式の右辺の第二項に，保留を選

択した場合にはコミットメントが不要であり，選択



(5) 

の柔軟性が確保されていることが(2)式における右

辺の第二項にそれぞれ表されている． 

 

(3) 集団意思決定過程の分析 

定理：(4)式が満たされている場合，状態 h,(h<k)およ

び k+1,…,n において反対を表明することが最適な選

択である場合，状態 h+1,…,k においても反対を表明

することが最適な選択である．つまり，(5)式に示す

限界制御状態(control limit state)i*が存在する．ただ

し，Di は状態 i における選択を表している． 

 

Mi+1－Mi が i に関して非減少である (4) 
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証明：Wi を以下のように定義する． 
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Vi の定義より Vj�Rj であることに留意すると，次式

より Hi�Wi である． 
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状態 k における最適な選択が保留であると仮定す

る．k+1,…,n においては反対を表明することが最適

な選択であることに留意すると，次式を得る． 

 

 

 

(8) 

 

上式の両辺より Rk を引くことにより次式を得る． 

 

Vk � Rk � Wk � Rk � �pkk(Vk � Rk)  (9) 
 

上式を変形すると，次式を得る． 

 

(1� �pkk)(Rk � Vk) � Rk � Wk   (10) 
 

状態 h のもとでの最適な選択が反対を表明するこ

と及び(7)式より，次式を得る． 

 

0 � Rh � Hh � Rh � Wh   (11) 
 

ここで，任意の i に関して次式が成立する． 

 

Ri � Wi � ai � c � (1� �)(Mi�1 � Mi)   (12) 
 

(4)式より，(12)式は i に関して非減少である．(12)

式が i に関して非減少であることと(10)式より，次式

が成立する． 

 

Rh � Wh � Rk � Wk � (1� �pkk)(Rk � Vk)  (13) 
 

(11)式および(13)式より，次式が成立する． 

 

0 � (1� �pkk)(Rk � Vk)   (14) 
 

1� �pkk>0 より上式は Vk� Rk を意味するが，これは

Vk の定義に矛盾する．よって，(4)式が成立している

場合，状態 h,(h<k)および k+1,…,n において反対を表

明することが最適な選択であれば，状態 h+1,…,k に

おける最適な選択は反対を表明することである．■ 

 

以上より，(4)式のもとでは，i が小さければ保留

し，大きければ反対を表明することが最適な選択と

いう結果を得る．この場合，反対，保留を選択した

場合の期待利得の関係は図 1 で表され，限界制御状

態が存在することが分かる． 

以下では，図 1（左）を用いて集団意思決定の過

程を検討する．住民はより高い期待利得が得られる

選択を行うが，その選択においは慣性(inertia)が働く

とする．すなわち，前期に保留を選択した場合，今

期に反対を表明することの期待利得が保留を選択す

ることのそれよりも大きいとしても，過去の選択を

変更するにはコストが伴うことから，保留を選択し

たすべての住民が一気に反対の表明へと選択を変更

することはないと考える．よって，モデル上は，毎

期集団の一部の住民のみが選択の変更を行うため，

集団内の状態は徐々に調整されていく．なお，先述

のように，前期に反対を表明した場合は，反対と保

留の期待利得の大小にかかわらず，今期に選択を変
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更することはできない． 

すると，限界制御状態 i*よりも大きい i に初期状態

がある場合，反対を表明することの期待利得が保留

する場合のそれよりも高いことから，集団意思決定

の過程は i が増加する方向に推移し，やがて全ての

住民が反対を表明するに至る．つまり，集団での意

思決定は全ての住民が反対を表明している状態に基

づいてなされる．このとき，全ての住民が自らの選

好を表明している．しかし，限界制御状態よりも小

さい i に初期状態がある場合，反対を表明すること

の期待利得が保留する場合のそれよりも低いことか

ら，既に反対を表明した住民を除いた全ての住民は

保留を選択する．つまり，集団意思決定の過程は，

初期状態から推移しないままである． 

以上は，(4)式が成立する，すなわち，Mi が逓増す

る場合の議論であるが，現実的には(4)式は必ずしも

成立しない．例えば，よく用いられる集団意思決定

ルールである多数決が採用されている場面を想定し

よう．この場合，過半数以下の状態までは反対を表

明する住民の数が増加しても事業が中止になる確率

は 0 で不変であることから Mi は一定であり，過半数

を超えた以降の状態についても同様に Mi は一定で

ある．Mi が増加するのは，過半数を超える状態にお

いてのみである．以上より，Mi は i に関して増加す

るにしても逓増しない．過半数でなくても，何割か

以上の住民が反対していれば事業の中止の確率は不

変である，すなわち，Mi の変化は見込まれないとい

う思い込みが住民にあれば，(4)式は成立しない． 

(4)式が成立しない場合，制御限界状態は存在する

とは限らない．存在しない場合における反対と保留

に関する期待利得の関係は，図 1（右）のようにな

りうる．そのもとでは，i**以下もしくは i***以上の状

態においては，初期状態から推移が見られない過程

となる．i**以上 i***以下の状態においては，反対を表

明する住民の数が増えていくものの i***までであり，

全ての住民が反対を表明する状態には至らない． 

これらの結果より，1)集団意思決定ルールを適切

に設定しなければ，住民は各々の選好を表明すると

は限らず，そのため，2)保留とは住民が事業への態

度を暗黙に表明しているという解釈（上記の場合，

保留していることは「事業を中止することを必ずし

も肯定していない」と解釈すること）が常に正しい

とは言えないことを示している．保留している住民

の態度の表明を促すのであれば，(4)式が成立するよ

う，つまり，反対を表明することによって意思決定

の結果によって得られる期待利得が増加するルール

を適用することが必要である． 

 

４．おわりに 
 

今後は，いくつかの具体的な集団意思決定ルール

を想定し，本分析アプローチに基づいてそれらの評

価を行いたい． 

 

図 1  反対と保留に関する期待利得 

左：(4)式が成立する場合，右：成立しない場合 
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